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１．第五次総合計画の策定にあたって

⑴ 計画策定の趣旨

• 第五次総合計画（期間：平成26年度～令和5年度）では、将来像を「みんなで創る しあわせに暮らせるまち 長井 ～人にぎわい
心かよう 水のふるさと～」と定め、市民と行政が互いに協力し合いながら、市民がしあわせを感じながら暮らせることを目指
したまちづくりを進めてきました。

• しかし、私たちを取り巻く環境は、大きく変化してきています。少子化等による人口減少の進展、新型コロナの感染拡大による
影響、デジタル技術の高度化、多様性を認め合う社会の実現に向けた機運の高まりなどが社会や経済に広く影響を与えています。

• また、大規模な自然災害や事故などから、市民の生命を守るという安全安心の取り組みの重要性が増しています。

• こうした動きに的確に対応するとともに、これからの市政運営における長期的な展望を明確に掲げ、令和６年度からスタートす
る新たな総合計画を策定する必要性があります。

⑵ 計画の構成と期間

• 基本構想（10年間 / 変更しない）… 基本理念、将来像、まちづくりの目標

• 基本計画（５年間 / 前期・後期）… 重点戦略、個別施策ごとの目標や事業

• 実施計画（３年間 / 毎年度作成）… 毎年度の具体的な事業の内容、予算等

第六次総合計画 基本構想（素案）について 資料１

後期基本計画前期基本計画

基本構想

実施計画
(単年度ごとに見直し)

前期基本計画(５年間)

アンケート

後期基本計画(５年間)

アンケート アンケート アンケート アンケート

実施計画(３年間)

実施計画(３年間)
以降も毎年度見直し
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⑶ 策定にあたっての市民参加

• 第六次総合計画の策定にあたり、「まちづくり基本条例」に基づき、市民の意向を計画に反映するために市民との協働による
計画検討を進めてきました。

• 平成24度から隔年で実施している「市民アンケート調査」をはじめ、市民の学びの場として開催した「市民まちづくりワーク
ショップ」や市内６地区で開催した「地区まちづくりワークショップ」、そして市内の中学生・高校生を対象とした「長井の
未来を育む少年会議」など、より多くの市民の意向や思いを把握し、計画に反映することを目指しました。

参加者数

市民まちづくりワークショップ （計５回） ３５名

地区まちづくりワークショップ

（６地区×各３回＝計１８回）

中央地区 ２０名

６地区合計

１３６名

致芳地区 ２６名

西根地区 ２８名

平野地区 ２３名

伊佐沢地区 ２２名

豊田地区 １７名

市民ＷＳ・地区ＷＳに参加した山形大学の学生 ３７名

長井の未来を育む少年会議 ２４名

合計 ２３２名

参加者年代 ～２０歳 ２１～６０歳 ６１歳～

参加者数 ５５名 １２１名 ５６名
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２．市民の意向

⑴ 令和４年度市民アンケート調査結果

①定住意向について

②しあわせについて

全体 ２０～３０代

感じている ４２．６％ ３４．６％

まあ感じている ３９．３％ ３０．９％

あまり感じていない １１．２％ １８．５％

感じていない ４．３％ １１．１％

わからない ２．５％ ４．９％

問：長井市に「自分のまち」といった愛着、親しみを感じていますか

全体 ２０～３０代

住み続けるつもり ６６．５％ ３０．５％

当分は住むつもり ２２．４％ ４２．７％

できれば転居したい ４．８％ ８．５％

転居するつもり ２．５％ ９．８％

わからない ３．８％ ８．５％

問：これからもお住まいになりますか

全体 ２０～３０代

大いに思う ２４．２％ ３３．７％

やや思う ５３．８％ ４２．２％

どちらとも言えない １６．２％ １４．５％

あまり思わない ４．０％ ４．８％

思わない １．８％ ４．８％

問：あなたは、「幸せ」だと思いますか ①定住意向について

・全体では８０％以上が長井に愛着を感じている。
２０～３０代は愛着を感じている割合が６５％程度とやや低い。

・全体では約９０％の人に定住意向がある。
２０～３０代は定住意向がある割合が７０％程度とやや低い。

②しあわせについて

・全体では約８０％の人が幸せを感じている。
２０～３０代についても幸せを感じている割合が約７５％と
ほとんど変わらない結果だが、特に３０代で「あまり思わな
い」「思わない」との回答が全体に比べ高い傾向であった。

調査対象：２０歳以上の長井市在住者 対象者数：１，０００人
調査期間：令和４年７月１日～２９日 回収数：４００票（回収率４０．０％）

※回答数 ３９４件 ８１件 ※回答数 ３９７件 ８２件

※回答数 ３９６件 ８３件
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③ 市の取り組みの満足度・重要度

※縦軸との交点は0.17（満足度の平均値）、
横軸との交点は2.44（重要度の平均値）

健康づくり

保健・医療
介護福祉

子育て支援 学校教育

生涯学習

文化財

芸術文化

生涯スポーツ

農林業振興

工業振興
商業振興

観光振興

雇用創出

まちなみ整備

住環境

公園整備

交通基盤

水環境

公共交通

循環型社会

エネルギー

生活環境

地域防災

交流・移住

協働

男女共同参画

情報化

財政健全化
行政運営

1.00

2.00

3.00

-2.00 -1.00 0.00 1.00 2.00

満足度

重
要
度

低 高

低

高

重点維持分野
今後も重点的に取り組
みを進めていく必要が
ある分野

重点改善分野
改善をしながら重点的
に取り組みを進めてい
く必要がある分野

維持分野
取り組みを継続してい
く必要がある分野

改善分野
改善をしながら取り組
みを進めていく必要が
ある分野

【重点改善分野】
（満足度が低く、重要度は高い）

【重点維持分野】
（満足度、重要度共に高い）

【改善分野】
（満足度、重要度共に低い）

【維持分野】
（満足度が高く、重要度は低い）

【凡例】
…令和4年度調査
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⑵ 市民意見

■ワークショップで出た意見（一部抜粋）

■少年会議で出た意見（一部抜粋）

良いところを伸ばすために…

良いところ 課題 １０年後の予想

・自然環境 ・食や水
・住民の人柄 ・文化

・空き家 ・除雪 ・若者が働く場所が少ない
・交通の便 ・子どもの遊び場が少ない

・人口減少
・空き家や耕作放棄地増加

１０年後に空き家や耕作放
棄地が増えていそうで心
配。

１０年後は地区の住民がか
なり少なくなってしまうの
では。

企業誘致やサテライトオ
フィス等で若者が働きたい
と思える環境にしたい。

新しい生活スタイルのモデ
ルとして、発信してはどう
か。

田んぼや桜といった景観、
伝統文化等の長井の良さを
将来に残したい。

地区の外だけでなく、地区
の人にも情報を発信してい
きたい。

移動式の店舗が地区に来て
くれるといいな。

地区出身の東京在住者とコ
ラボ事業をしてはどうだろ
う。

昔ながらの良いところと新し
い取り組みが共存しながら、
まちが成長してほしい。

自分たちが自慢できるまちに
するため、子どもと子育てに
重点を置いてはどうか。

良いところ

・食や水 ・文化 ・観光（花、風景） ・自然（空気、雪、カモシカ等） ・競技用けん玉生産量日本一
・交通事故が少ない ・eスポーツや外国人との交流 ・教育 ・歴史的な建造物を生かしている ・公園

秋と冬がにぎわう観光イベ
ントを開催してはどうか。
（良いところ：観光）

自然に関連したイベントを
開催してはどうか。
（良いところ：自然）

イベント等を通して楽しみ
ながら自然の大切さを知っ
てもらうと良いのでは。
（良いところ：自然）

カップル向けに、デートス
ポットマップを作っては。
（良いところ：施設）
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３．長井市の現況と将来の見通し

⑴ 人口

⑵ 経済

推計（資料：国勢調査、国立社会保障人口問題研究所推計人口（H30））

（資料：住民基本台帳移動人口報告より算出（R4））

人口の推移と今後の推計（グラフ）

男女別・年代別の社会増減数

一人あたり市民所得の推移
製造品出荷額の推移

（資料：工業統計） （資料：山形県市町村民経済計算）

市民所得（市内の生産活動で生み出された付加価値
（市民の給与や企業の利益等）の合計）÷ 総人口

【人口について】
・平成２２年に人口３万人を割り込み、令和２年は２万６，５４３人
・子ども世代と成年世代が減少する一方で、高齢者世代は増加
・社会増減は、１５～１９歳、２０～２４歳の年代の減少幅が大きい

【経済について】
・大手企業の市内工場撤退などにより、平成２５年には
約４６４億円まで落ち込み

・近年は回復基調にあったものの、感染症拡大の影響も
あり、令和２年には約５００億円
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⑶ 財政

歳入の推移

歳出の推移

（資料：各年度決算、財政の中期見通し）

（資料：各年度決算、財政の中期見通し）

基本的な財源である市税は、平成２６年度には約３３億円ありましたが、令和
３年度には約３１億円に減少。
近年は９９％を超える高い収納率を維持しており今後も同程度の収納が見込ま

れるものの、人口規模の減少に伴い税収は徐々に減少していくことが予測されま
す。

※ 「その他」に類する歳入としては、ふるさと納税をはじめとする寄附金、
新型コロナウイルス感染症に関連する特別定額給付金や地方創生臨時交付金
等による国庫支出金が含まれている。
特に、令和２年度には新型コロナウイルス感染症に関する歳入が多かった
ことから約２６０億円と大きく増加している。

歳出の約２割を占める人件費は、平成１６年度をピークに減少。平成２２年度
以降は約２０億円程度で推移していましたが、令和２年度には約２４億円に増
加。

平成２１年度以降、老朽化した公共施設の大規模改修等によって投資的経費が
増加傾向にあったが、令和３年度には減少。

※ 「その他」の歳出については、歳入と同様に分類している。
特に、令和２年度には新型コロナウイルス感染症に関する歳出が多かった
ことから約２５５億円と大きく増加している。

【歳入】

【歳出】
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４．まちづくりの課題

人口減少や少子高齢化は今後も進行が見込まれ、経済活動や地域活動へのさらなる影響が予測されます。長井市が将来にわたっ
て住みやすいまちであり続けるには、人口減少に歯止めをかける取り組みとともに、人口が減っても持続可能なまちを創っていく
ことが不可欠です。

また、国連で採択されたＳＤＧｓの達成に向けて、行政と民間が力を合わせた取り組みが求められています。

以上のことを踏まえて、これからの長井市のまちづくりの課題について整理します。

⑴ 市民の健康と安全安心の確保

平成２４年度から隔年で実施している市民意向調査では、「しあわせのために必要なこと」の項目で最も多い回答が、すべての
年度において「健康であること」でした。市民が健康で心豊かに暮らすことができるよう、病気の予防に取り組める機会を提供し
つつ、安心して在宅で療養できる環境の整備と介護福祉の充実が求められています。

また、子育て世代が安心して長井で暮らせるよう、子育て支援を充実し満足度の向上を図っていくことも重要となっています。

地震や水害等の自然災害や事件事故から市民の命を守るには、防災拠点の充実や関係機関の連携協力など、安全安心のまちづく
りが重要になっています。まちの基盤（インフラ）についても、国の補助金等を最大限に活用するなど、財政上の負担軽減を図り
ながら順次更新・改修が必要です。

⑵ 誰一人取り残さない社会の実現

近年、年齢や性別、国籍、障がいの有無などに係わらず、全ての人が共存できる社会実現の機運が高まっています。長井市にお
いても、障がい者・外国人との共生支援、柔軟な働き方ができる環境整備、男女共同参画社会に向けた理解促進、学校において障
がいのある人もない人も共に学ぶ仕組み（インクルーシブ教育）の推進、など、誰一人取り残さない社会の実現に向けて、官民一
体となって取り組んでいく必要があります。

⑶ 交流の促進と定住意向の向上

長井がより住みやすいまちとなり、定住人口を増やしていくためには、引き続きまちの魅力を向上させていくことが必要です。
平成３０年２月に国の選定を受けた重要文化的景観といった地域資源の観光利用を促進し、道の駅「川のみなと長井」や旧長井小
学校第一校舎等の拠点施設を活用しながら、まちなかのにぎわい創出に取り組んでいくことが重要となっています。

また、長井市の将来を担い、世界で活躍できる子どもを育てるために、国際感覚を持つ子どもの育成や多様な学びの場の提供に
取り組むことが求められています。郷土を愛する子どもが育ち、官民協働で魅力的な働く場やニーズに合った住環境の提供を推進
することで、若者や子育て世代が集まり・とどまる、将来にわたって持続可能なまちづくりを図っていくことが重要です。
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⑷ 暮らしの満足度の向上

人口減少・少子高齢化が進み、経済活動や地域活動に影響が及ぶ中では、市民が暮らしやすいよう、様々な仕組みを市民に合わ
せて見直していくことが求められています。市民とともに、将来を見据えながら持続可能なコミュニティの構築や支え合いの地域
づくり、学校とコミュニティの協働の推進、地域の財産である文化財の保護や文化活動の支援を検討していくことが必要です。

高齢化が進む中でも便利で快適に暮らせるよう、都市機能の整備や公共交通の利便性向上・利用促進を図っていくことも重要と
なっています。

⑸ デジタル技術の活用

生産年齢人口が減少する中で市民の生活を維持・向上していくためには、デジタル化によって効率化と効果の最大化を進めるこ
とが重要になっています。民間とともに農業の高収益化や企業の生産性向上など、デジタル技術の導入支援を検討していくことが
必要です。

また、行政運営においてもデジタル化により効率化を進め、様々な分野での市民生活の利便性向上が求められています。

9

～参考～ （六次総の骨格（案）をもとに作成）

六次総期間に各部門で取り組む主な施策
取り組みの方向性 総 務 部 門 文 教 部 門 厚 生 部 門 産 業 部 門 建 設 部 門

安心を高める ・災害に強いまちづくり
・スクールコミュニティを見据
えた施設整備

・子育ての満足度向上

・健康づくりの推進

・福祉・介護・医療サービスの充実

・有害鳥獣対策

・安全な地産生産物の提供

・良好な森林環境整備

・安心なまちのインフラ整備

すべての人を包み込む
【インクルージョン】

・多様性や男女共同参画の
理解促進

・インクルーシブ教育の推進 ・障がい者・外国人との共生支援 ・柔軟な働き方ができる環境整備
・障がい者や外国人も安心して
暮らせる市営住宅の環境整備

人をあつめる・とどめる
・関係人口の拡大

・まちの魅力発信

・国際感覚を持つ子どもの育成

・多様な学びの場の提供

・郷土を愛する子どもの育成

・多様なスポーツ機会の創出

・多様な遊び場の提供

・誰でも集える居場所づくり

・地域資源の活用と利用促進

・まちなかのにぎわい創出

・魅力的な働く場づくり

・ニーズに合った住環境の
提供

市民にとって最適な
まちをつくる【共創】

・持続可能なコミュニティの構築

・公共交通の利用促進・利便性向上

・学校の在り方（スクール
コミュニティ）の検討

・支え合いの地域づくり

・健康増進のための基盤づくり

・文化活動への支援

・文化財の保護

・持続可能な観光地域づくり

・便利で快適な都市機能の整備

効率化・効果の最大化を
すすめる【デジタル】

・効果的・効率的な行政運営

・市民生活の利便性を高める
デジタル技術の活用

・GIGAスクール構想の推進

・市民生活の利便性を高める
デジタル技術の活用

・デジタル技術を活用した
健康づくり

・スマート農業、高収益化推進

・企業の生産性向上ネットワーク
・観光情報集約と発信力強化

・ＡＩなどのデジタル技術を活用
した道路、水路などインフラの
効率的な管理



５．目指すまちの姿

⑴ まちづくりの基本理念

⑵ 目指す将来像【仮題】

… 長井市を表す代表的なフレーズ水と緑と花の長井

• 長井市を形容する言葉として多くの場面で使われ、市民に広く定着してきた。

• 第六次総合計画では、「水と緑と花の長井」を次世代へとつなぐとともに、さらに発展させていき、市民のしあわせを創っ
ていくことを基本的な理念とする。

• 以上の考え方を踏まえ、第六次総合計画期間において目指すべき将来像を定める。

 今後、人口減少をはじめ、市を取り巻く状況の大きな変化が予測されるなか、定住意向の向上やＵターンの増加、協働のま
ちづくりを推進していくためには、郷土愛を育むことが重要。

 そのため、先人たちの知恵と努力によって「水と緑と花の長井」として発展してきた長井市の自然環境や文化、産業をより
一層大切に継承していかなければならない。

 また、交流人口の拡大に向けて、市外の人が長井を訪れた際に、「水と緑と花」をとおして長井の良さを感じられるまちづ
くりが求められる。

これまで

これから

第六次総合計画

① これまで培ってきた循環の理念を受け継ぎながら、ＳＤＧｓの達成を目指し、将来の世代を考えた取り
組みを進めていくことで、持続可能なまちに！

② 急激な人口減少にならないよう、市民のニーズに適切に対応し、定住意向が高まるまちに！
③ 国籍、性別、障がい等にかかわらず、互いに認め合い、誰もが活躍できるまちに！
④ 市民のしあわせを市民とともに創りあげていくまちに！
⑤ 子どもからお年寄りまで、健康で安心した暮らしができ、笑顔があふれるまちに！

いつまでも住み続けたいまち 長井 ～みんなしあわせ ずっと笑顔～

① ② ③ ④ ⑤
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※六次総における「水と緑と花の長井」と将来像の表し方

 六次総を製本する際は、「水と緑と花の長井」が長井市を代表するフレーズとして見えるようにレイアウトを検討

長井市第六次総合計画

“水と緑と花のまち”

第五次総合計画の表紙 第六次総合計画（表紙レイアウト例）

山形県長井市

11

いつまでも住み続けたいまち長井
～みんなしあわせ ずっと笑顔～

［2024～2033年度］



６．まちづくりの基本目標（仮題）

（１）健やかに安心して暮らせるまちづくり

［健康・安心分野］

➢ 防災・危機管理 / 環境・エネルギー / 交通安全・防犯・相談 / 保健・医療 / 福祉 / 子育て

（２）夢を育み、元気に活躍できるまちづくり

［教育・生涯活躍分野］

➢ 学校教育 / 社会教育 / 文化・芸術 / 生涯スポーツ

（３）産業の活力あふれるまちづくり

［産業・しごと分野］

➢ 農林業 / 工業 / 商業 / 観光 / 雇用

（４）住みやすく住み続けたくなるまちづくり

［社会基盤分野］

➢ 都市整備・住宅 / 道路・河川 / 上下水道 / 公共交通 / 公共施設整備

（５）ともに創る持続可能なまちづくり

［市民活動・行政分野］

➢ 交流・定住 / 地域づくり / 広報・公聴 / 財政 / 行政・デジタル

※ 今後、分野横断で取り組む重点戦略を設定する方向で検討中（８月頃を予定）
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健
康
・
安
心

１-② 環境・エネルギー

市
民
活
動
・
行
政

教
育
・
生
涯
活
躍

産
業
・
し
ご
と

社
会
基
盤

個別施策

１-① 保健・医療

１-② 福祉

２-① 子育て支援

２-② 学校教育

３-① 生涯学習・文化

３-② 生涯スポーツ

４-① 農林業振興

４-② 工業振興

４-③ 商業振興

４-④ 観光振興

４-⑤ 雇用対策

５-① 都市整備・住宅

５-② 道路・河川

５-③ 上下水道

５-④ 公共交通

６-① 環境・エネルギー

６-② 交通安全・防犯

６-③ 防災・危機管理

７-① 交流・定住促進

７-② コミュニティ

７-③ 広報・相談

８-① 財政運営

８-② 行政運営

８-③ 公共施設整備

基本目標

１ 健やかにいきいきと暮らせる
まちづくり
（保健・医療・福祉分野）

２ 未来を担う心豊かな子どもが
育つまちづくり
（子育て・教育分野）

３ 心豊かで元気に活動できる
まちづくり
（生涯学習・スポーツ分野）

４ 資源を活かし活力を生み出す
まちづくり
（産業経済分野）

５ 住みやすく魅力あふれる
まちづくり
（まちの基盤分野）

６ みんなで築く安全安心な
まちづくり
（安全・安心分野）

７ 市民と行政が一体となった
協働によるまちづくり
（協働のまちづくり分野）

８ 市民と共に未来を創る
体制づくり
（行財政運営分野）

①長井の子育て魅力UP戦略
②長井のまちなか魅力UP戦略
③長井で働く魅力UP戦略

重点
戦略

１-④ 保健・医療

１-⑤ 福祉

２-① 学校教育

１-⑥ 子育て

２-② 社会教育

２-④ 生涯スポーツ

３-① 農林業

３-② 工業

３-③ 商業

３-④ 観光

３-⑤ 雇用

４-① 都市整備・住宅

４-② 道路・河川

４-③ 上下水道

４-④ 公共交通

１-③ 交通安全・防犯・相談

１-① 防災・危機管理

５-① 交流・定住

５-② 地域づくり

５-④ 財政

５-⑤ 行政・デジタル

２-③ 文化・芸術

５-③ 広報・公聴

基本
目標

五次総 六次総

 基本目標１と６を合体し、
「子育て」を追加

※個別施策は仮設定

 基本目標３に「学校教育」を追加

 基本目標４そのまま

 基本目標７と８を合体

 基本目標５に「公共施設整備」を
追加

分割

分割

※基本目標設定の考え方

13

新規

新規

４-⑤ 公共施設整備

名称変更

名称変更

名称変更



五次総

１．第六次総合計画の策定にあたって
（１）総合計画策定の趣旨
（２）計画の構成と期間
（３）策定にあたっての市民参加

２．長井市の現状と将来の見通し
（１）これまでのまちづくり
（２）市民の意向

① 市民意向調査
② 若者意向調査
③ 市の取り組みの満足度・重要度

（３）現在の長井市の姿と将来の見通し
① 人口
② 経済
③ 財政

３．まちづくりの課題
（１）市民の健康と安全安心の確保
（２）少子高齢社会への対応
（３）地域経済の立て直し
（４）まちの魅力の向上
（５）公共施設・まちの基盤の老朽化対策
（６）持続可能なまちづくり

４．目指すまちの姿
（１）まちづくりの基本理念
（２）まちの将来像
（３）目指すまちづくりの方向性

５．まちづくりの基本目標
（１）～（８）

六次総

１．第六次総合計画の策定にあたって
（１）総合計画策定の趣旨
（２）計画の構成と期間
（３）策定にあたっての市民参加

２．市民の意向
（１）令和４年度市民アンケート調査結果

① 定住意向について
② しあわせについて
③ 市の取り組みの満足度・重要度

（２）市民からの主な意見

３．現在の長井市の姿と将来の見通し
（１）人口
（２）経済
（３）財政

４．まちづくりの課題
（１）市民の健康と安全安心の確保
（２）誰一人取り残さない社会の実現
（３）交流と定住の促進
（４）暮らしやすさの向上
（５）デジタル技術の活用

５．目指すまちの姿
（１）まちづくりの基本理念
（２）まちの将来像

６．まちづくりの基本目標
（１）～（５）

※基本構想の構成の比較

削除

削除


